
  

  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 

  

        

平成23年３月期  第１四半期決算短信［日本基準］（連結） 

        平成22年８月９日

上場会社名 東京計器株式会社 上場取引所  東 

コード番号 7721 ＵＲＬ  http://www.tokyo-keiki.co.jp 

代表者          （役職名） 取締役社長 （氏名）脇 憲一 

問合せ先責任者  （役職名） 取締役管理部長 （氏名）川東 春樹 （ＴＥＬ）  03（3732）2111 

四半期報告書提出予定日 平成22年８月11日 配当支払開始予定日 － 

四半期決算補足説明資料作成の有無：無     

四半期決算説明会開催の有無      ：無     

  （百万円未満四捨五入）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  8,137  4.9  △457  －  △420  －  △1,153  －

22年３月期第１四半期  7,754  △25.2  △546  －  △543  －  △376  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △13  52  －      

22年３月期第１四半期  △4  42  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  46,173  18,836  40.4  218  65

22年３月期  47,778  20,385  42.2  236  61

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 18,637百万円 22年３月期 20,167百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －        －      －      3 00  3  00

23年３月期  －      

23年３月期（予想）  －      －      3 00  3  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  16,400  △6.9  △1,170  －  △1,190  －  △1,190  －  △13  96

通期  38,400  △2.1  300  △70.7  130  △88.0  △1,020  －  △11  97



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想につきましては現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業

績は今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 85,382,196株 22年３月期 85,382,196株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 148,103株 22年３月期 147,099株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 85,234,298株 22年３月期１Ｑ 85,238,896株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国等の新興国を中心とした世界経済回復を背景に輸出の大

幅増が続いており、在庫調整も進み生産も持ち直していることから、国内経済は自律的回復への基盤を整えつつあ

りますが、円高基調による輸出企業の収益圧迫、国内設備投資回復の遅れ、失業率が高水準にあるなど、依然とし

て厳しい状況にあります。  

 このような状況の下、当社グループの当第１四半期連結会計期間の業績は、船舶港湾機器事業は世界の海上荷動

きが回復基調にあるものの引き続き新造船の受注が低調なことから、受注、売上ともに低調に推移しました。流体

機器事業は民需市場の一部に回復の兆しが見えるものの、官需市場での予算執行の遅れが影響し、受注、売上とも

に低調に推移しました。防衛・通信機器事業は、受注は修理等の契約の遅れなどにより低調に推移しましたが、売

上は前年同期を上回りました。一方、油空圧機器事業は、中国をはじめとするアジア各国の景気回復に伴い、受

注、売上ともに好調に推移しました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間における売上高は、前年同期比4.9%増の8,137百万円、営業損失は457百

万円（前年同期営業損失546百万円）、経常損失は420百万円（前年同期経常損失543百万円）となりました。ま

た、資産除去債務会計基準の適用に伴う特別損失（863百万円）を計上したこと等により、四半期純損失は1,153百

万円（前年同期四半期純損失376百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

［船舶港湾機器事業］ 

 当事業の商船市場では、海運市況が持ち直してきているものの引き続き造船所における新造船の受注が低調なこ

とから、受注、売上とも前年同期を大きく下回りました。 

 内航船市場では、受注は前年同期を上回りましたが、売上は建造隻数の減少等により前年同期を大きく下回りま

した。また海外市場では、韓国、中国における建造延期や発注取消しの影響を受け、受注、売上ともに下回りまし

た。 

 船舶関連向け保守用部品の販売では、海運市況の持ち直しによる運航隻数の増加により、受注、売上ともに前年

同期を上回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は2,311百万円、営業利益は91百万円となりました。 

  

［油空圧機器事業］  

 当事業のプラスチック加工機械市場、工作機械・産業機械市場、建設機械市場では、外需の牽引により穏やかな

がら内需市況も回復基調となり、受注、売上とも前年同期を大きく上回りました。海外市場では、韓国、台湾、中

国等の市場が活況であることから、受注、売上とも前年同期を大きく上回りました。 

 油圧応用装置は、受注は前年同期並みとなりましたが、売上はバルクキャリア船向けハッチカバー開閉装置が好

調に推移し、また半導体市場及びプレス市場の需要が増加傾向にあることから前年同期を上回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は2,581百万円、営業損失は10百万円となりました。  

  

［流体機器事業］  

 当事業の官需市場では、農業用水市場における水管理システム関連の予算執行遅れなどにより受注、売上ともに

前年同期を大きく下回りました。 

 民需市場では、船舶接岸速度計や省エネ設備関連市場へのポータブル超音波流量計の販売が好調であったことか

ら、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は139百万円、営業損失は175百万円となりました。 

  

［防衛・通信機器事業］  

 当事業の防衛市場では、受注は装備品の修理契約が遅れているため、前年同期を大きく下回りました。売上は、

F-2支援戦闘機用電子戦機器を納入したこと等により、前年同期を上回りました。 

 海上交通機器市場では、受注は情報管理装置改修があり前年同期を大きく上回りましたが、売上は前年同期を大

きく下回りました。 

 通信機器市場では、アンテナ姿勢制御装置の受注が遅れていること、通信インフラ関連機器が依然として低調で

あることが影響し、受注、売上とも前年同期を大きく下回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は2,370百万円、営業損失は237百万円となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

- 1 -

東京計器㈱ (7721) 第１四半期決算短信



［その他の事業］  

 検品機器は、国内の印刷業界において設備投資が回復基調にあり、また海外の検査機需要が増加したこと等によ

り、受注、売上とも前年同期を大きく上回りました。 

 防災機器は、景気低迷による設備投資抑制の影響から、受注、売上ともに前年同期を大きく下回りました。 

 道路関連機器及びトンネル関連機器等は、重機自動制御装置関連機器及び地方自治体向けの地震計用のセンサー

が好調に推移したことから、受注、売上共に前年同期を大きく上回りました。 

 鉄道機器は、受注は探傷車の受注により前年同期を大きく上回りましたが、売上は検測役務、機器販売ともに前

年同期を下回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は736百万円、営業損失は42百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末の流動資産は、前期末に比べて1,253百万円減少し35,018百万円となりました。これは、現金及

び預金並びに受取手形及び売掛金が減少したことによるものです。また、固定資産は前期末に比べて353百万円減

少し、11,155百万円となりました。これは、主に投資有価証券の減少及び資産除去債務会計基準の適用に伴い敷金

が減少したことによるものです。この結果、資産合計は、前期末の資産合計47,778百万円から1,606百万円減少

し、46,173百万円となりました。 

 流動負債は、前期末に比べて428百万円減少し17,567百万円となりました。これは主に短期借入金、未払法人税

等及び賞与引当金が減少したことによるものです。固定負債は、前期末に比べて372百万円増加し、9,770百万円と

なりました。これは、長期借入金、退職給付引当金が減少したものの、資産除去債務会計基準の適用に伴い資産除

去債務が増加したことによるものです。この結果、負債合計は前期末の負債合計27,393百万円から56百万円減少

し、27,337百万円となりました。 

 純資産合計は、前期末の純資産合計20,385百万円から1,550百万円減少し、18,836百万円となりました。これは

主に配当金の支払い及び四半期純損失による利益剰余金の減少並びにその他有価証券評価差額金が減少したことに

よるものです。この結果、自己資本比率は前期末42.2%から1.8ポイント減少し、40.4％となりました。 

  

（キャッシュ・フローの状況）  

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は11,505百万円と前年同期比

2,143百万円（22.9％）増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は260百万円（前年同期比90百万円<25.6％>減少）となりました。その主な要因

は、税金等調整前四半期純損失1,285百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額863百万円、売上債権の減

少1,904百万円及びたな卸資産の増加828百万円によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は42百万円（前年同期比32百万円<43.4％>減少）となりました。これは主に、固定

資産の取得による支出42百万円によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は590百万円（前年同期比1,160百万円<66.3％>減少）となりました。その主な要因

は、長期借入れによる収入45百万円、長期借入金の返済による支出374百万円及び配当金の支払256百万円によるも

のです。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の連結業績予想については、平成22年５月11日に公表しました業績予想からの変更はありませ

ん。  
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（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理  

 ①一般債権の貸倒見積高の算定方法において前連結会計年度の決算において算定した貸倒実績率を使用しており

ます。  

 ②当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

  

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

   税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。 

   なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

１．「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用  

   当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公

表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。 

   これによる損益に与える影響はありません。 

  

２．資産除去債務に関する会計基準の適用  

   当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

   これにより、営業損失は14百万円、経常損失は15百万円、税金等調整前四半期純損失は878百万円増加して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は783百万円であります。 

  

３．表示方法の変更 

  （四半期連結損益計算書） 

   「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しておりま

す。 

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,510 11,881

受取手形及び売掛金 11,160 13,064

商品及び製品 1,361 1,124

仕掛品 5,209 4,584

原材料及び貯蔵品 4,634 4,666

その他 1,174 991

貸倒引当金 △31 △40

流動資産合計 35,018 36,270

固定資産   

有形固定資産 6,042 6,130

無形固定資産   

のれん 49 53

その他 33 35

無形固定資産合計 82 88

投資その他の資産   

その他 5,093 5,351

貸倒引当金 △61 △61

投資その他の資産合計 5,031 5,290

固定資産合計 11,155 11,508

資産合計 46,173 47,778

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,090 5,157

短期借入金 10,226 10,365

未払法人税等 33 131

賞与引当金 355 692

その他 1,863 1,650

流動負債合計 17,567 17,995

固定負債   

長期借入金 3,799 3,988

退職給付引当金 4,894 5,115

引当金 267 263

その他 809 32

固定負債合計 9,770 9,398

負債合計 27,337 27,393
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 11,277 12,685

自己株式 △27 △27

株主資本合計 18,481 19,889

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 256 380

為替換算調整勘定 △100 △102

評価・換算差額等合計 156 278

少数株主持分 199 218

純資産合計 18,836 20,385

負債純資産合計 46,173 47,778
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 7,754 8,137

売上原価 6,073 6,420

売上総利益 1,681 1,717

販売費及び一般管理費 2,227 2,175

営業損失（△） △546 △457

営業外収益   

受取利息 6 3

受取配当金 21 28

持分法による投資利益 0 13

助成金収入 21 －

補助金収入 － 24

その他 22 25

営業外収益合計 70 93

営業外費用   

支払利息 47 36

その他 20 20

営業外費用合計 67 55

経常損失（△） △543 △420

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3 9

特別利益合計 3 9

特別損失   

固定資産除売却損 4 7

投資有価証券評価損 2 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 863

特別損失合計 6 875

税金等調整前四半期純損失（△） △545 △1,285

法人税等 △164 △118

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,168

少数株主損失（△） △5 △15

四半期純損失（△） △376 △1,153
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △545 △1,285

減価償却費 273 236

のれん償却額 12 4

差入保証金償却額 － 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △9

退職給付引当金の増減額（△は減少） 29 △220

賞与引当金の増減額（△は減少） △440 △337

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △28 4

受取利息及び受取配当金 △27 △31

支払利息 47 36

持分法による投資損益（△は益） △0 △13

投資有価証券評価損益（△は益） 2 5

固定資産除売却損益（△は益） 4 7

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 863

売上債権の増減額（△は増加） 2,706 1,904

たな卸資産の増減額（△は増加） △513 △828

仕入債務の増減額（△は減少） △1,230 △67

その他の資産の増減額（△は増加） 78 △24

その他の負債の増減額（△は減少） 174 131

その他 5 6

小計 540 388

利息及び配当金の受取額 29 32

利息の支払額 △24 △44

法人税等の支払額 △196 △117

営業活動によるキャッシュ・フロー 350 260

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 － 0

固定資産の取得による支出 △90 △42

固定資産の売却による収入 － 0

貸付けによる支出 △4 －

貸付金の回収による収入 3 2

その他 18 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △74 △42

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,100 －

長期借入れによる収入 － 45

長期借入金の返済による支出 △389 △374

リース債務の返済による支出 △1 △1

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △256 △256

少数株主への配当金の支払額 △3 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,750 △590

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,470 △371

現金及び現金同等物の期首残高 10,832 11,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,363 11,505
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該当事項はありません。  

  

  

【事業の種類別セグメント情報】  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  

   【所在地別セグメント情報】 

     前第１四半期連結累計期間については、全セグメントの売上高の合計に占める本国の割合が90％を超えている

ため、記載を省略しております 

  

   【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
船舶港湾
機器事業 
（百万円） 

油空圧 
機器事業 
（百万円） 

流体 
機器事業 
（百万円） 

防衛・通信
機器事業 
（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 2,746  1,645  191  2,368  803  7,754  ―  7,754

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替高 
 26  17  ―  23  300  366 (366)  ―

計  2,773  1,662  191  2,391  1,102  8,119 (366)  7,754

営業利益又は営業損失(△)  178  △282  △167  △207  △68  △546  (―)  △546

  アジア 欧州 米州 その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  994  125  188  116  1,422

Ⅱ 連結売上高（百万円）          7,754

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 12.8  1.6  2.4  1.5  18.3
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   【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営執行に関す

る意思決定機関である経営会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。。 

 当社は、本社に製品別に事業部を置き、さらにその中を製品の内容に応じて事業統括部に区分しておりま

す。各事業統括部は、取扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。 

 従って、当社は、事業統括部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「船舶港湾機器事

業」、「油空圧機器事業」、「流体機器事業」及び「防衛・通信機器事業」の４つを報告セグメントとして

おります。 

 「船舶港湾機器事業」は、船舶港湾機器の製造・販売・修理を行っております。「油空圧機器事業」は、

油空圧機器及び油圧応用装置の製造・販売・修理を行っております。「流体機器事業」は、流体機器の製

造・販売・修理を行っております。「防衛・通信機器事業」は、防衛関連機器、海上交通機器及び通信機器

の製造・販売・修理を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

  （注）「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、道

路関連機器事業、トンネル関連機器事業、鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース

業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理業などが含まれております。 

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

  

  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

報告セグメント 
その他 
の事業
（注） 

合計 調整額 

四半期連結
損益計算書
計上額 

  
船舶港湾
機器事業

油空圧 
機器事業 

流体 
機器事業

防衛・通信
機器事業

計 

売上高                   

外部顧客への

売上高 
2,311 2,581 139 2,370 7,400 736 8,137 0 8,137 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

27 17 － 54 98 293 392 △392 － 

計 2,338 2,598 139 2,423 7,499 1,030 8,529 △391 8,137 

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

91 △10 △175 △237 △331 △42 △373 △84 △457 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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